






































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　コ　　　　　　　　　　　　　　　　　 　 　 　 ロ 　　続的におこるとすれば，η＊以上のEmの動きは，計画化プロセスにお』ける
期待成長率のタイムパスと考えてよいであろ　う。しかし，Penroseが議論
したような『多様化』への移動は，図中で実線がη・点で逓増的増加から逓減
的増加に途中にて切りかわることからみても，配分効率のマイナス面からく
る，Emのスローダウンをいつれはひきお』こすこと必至であり，しかも，終
局的には，調整能力の上限喜によって制約されてしまう。企業組織の統合化
（取引様式の交代）が，たとえば商品の多様化という手段によって，配分効
率面で有効に作用するのは，せいぜいgがg＊とg・の間に，あるいは，Em
がη＊とη・（ある大きさ90に対応したEmの値）の間にあるときなのである。
＼さて，企業のT期間にわたる展望をもった投資行動が，要求水準分析をつ
かってどのように説明できるかを試みてみよう。企業者は次のルールにした
がう。ある一定量：の物的組織資源に関する契約（投資の活動水準1で表わす）
することからT期間（t＝t，，・・一，tl＋T）にわたって得られる・と予想、される組織
収益B（組織収穫の第二回分）の現在価値の流列合計（割引率がr）は，
　　　　　　　　　　　　　セユ　　　　　　　　　　　　　　　Σ　Bt
　　　　　　　　　　　　　t＝tl
　　　　　　　　　　　　　　r
と表わせる。これが，企業者にとっての投資における満足測度（要求水準の）
FL（以下，簡単のためFL（1）とかかない）を表わす。一方，企業者の犠牲測
度Gは，qi＋Rで表わされる。こ・にqIは，ある単位数の物的組織資源の
活動水準が1であるとき，その単位あたりの評価率がqのときの総支出額を
一133一
134
表わしている。ただし，実際にはqはあとで選ばれる。また，Rは将来予想
における一種のリスク回避費用であり，企業者側が負担する。このとき，要
求水準の純満足測度SLは，
　　　　　　　　　　モしや　　　　　　　　　　　ΣBt
　　　　　　　　　凶一一一（ql十R）　　　　　　　　　　　（7）
　　　　　　　　　　　r
で表わされる。
　企業者は，（7）式の値が，ゼロ以上となるごとき，評価率qの最低限に近
い値q＊を選ぶことができるものとする。これは，十分に大きな組織企業が，
外部との契約においても，評価率qをお』おむね決める権限もある程度行使し
うるという，一種の権i限もれの一例である。契約期間Tの終了した時点で，
組織的収益Bの実績値が知られるから，そこで計算せられた，実績について
の同様の純満足測度SとさきのSしとの差，
　　　　　　　　　　　　　　x＝＝SL－S
をしらべる。もし，　xがプラスならば，要求の緊張が発生する。SLはもち
ろん，T期間にわたる将来の販売のポテンシャルを考慮に入れる上での値であ
る。この緊張の度合は，SしとSの差が大きければそれだけ大きくなる。この
差の大きさが，要求の緊張を減少させる方向に作用し，さらに，次のT期間
についての，契約の改訂（q＊の改訂）をうながすとともに，この要求の緊張
度は，次のT期間の販売高予想に影響を及ぼす。次のT期間（t＝t、＋T，……，
t、＋2T）の販売高予想をyとすれば，　y＝y（x；a）とすることができる。す
なわち，次期間の販売高予想は，今期間の投資についての緊張度の大きさお
よび過去の実績としての販売成長率の平均値（これを茄とする）に依存すると
することができる。
　ところで，要求水準の大きさは，要求水準に結びつけられた強度とあいま
って，要求水準達成のために払う努力をひきおこす。実際，xがプラスなら
ばこの努力がおこるのであって，J．　Kornaiはこの努力を「促進活動」とい
一134一
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っている£捷進活動は，契約の当事者がたえず緊張度を小さくしょうとする心
理的あらわれである。しかし，xが茄とあいまって販売高予想に影響を及ぼ
しうる何らかの関数関係にあることは知られても，その作用の方向について
は必らずしも明らかではないのである。しかし，こうはいえるであろう。す
なわち，石を所与とすれば，要求水準を達成させようとする促進活動の努力
が，次期間の販売高予想を高く見積もるように作用するということである。
　さて，組織企業の成長の過程で，雇用契約はどのように位置づけることが
できるのであろうか。これが次のテーマである。一般に，情報（Selective
な情報タイプ）を得るために資源投下を行なうものは，その情報の所有権をで
はなく使用権iを手にするのである。買い手は，　「労働力に対化された知識」
あるいは「知識に体化した労働力」　（人的資本）を買うのである。購入する
こうした知識の結合が，組織目的に合致し，企業の成長に貢献する一要因と
なるからなのである。売り手は，買手がそれをどういう用途に使おうとしているか
について一こ口関心をもってはいるが，それをコントロールすることはでき
ない。企業者は，契約によって手に入れた「労働力に体化した知識」と，自
らの所有する知識とを，もう一方の組織資源である物的資源とともにいかに効率
的に結合させるかに専らの関心をもちつづけている。これをうまく遂行する
には，企業者は，成長の過程で流動的でもある管理ヒエラルキーを統御し，
こうした諸々の知識の結合を有効にコントロールできる調整能力をもち合わ
せなければならない。
　雇用契約の定式化に入るまえに，組織成員としての株主の性格について一
言を要する。彼は，企業に雇われているのではないことは明らかであり，ま
た彼の所有する資産のポートフォリオに関する意思決定は，当該企業の組織
内資源の配分に関する決定と直接リンクしてはいない。彼は，企業組織の「外」
（31）　J，　Kornai，op．　cit．　pp．　167－169．
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にある別のメカニズムを介して，企業組織の成員であることを辞めることさ
え自由である。組織成員として参加する・しないを，他の成員の行なう組織’
企業内の決定とは関係なく，自由にコントロールできるのである。それにも
拘らず，彼はたしかに組織の成員とみなされ，自らの資源を投下するところ
の，企業の所有者としての正当な資格をもっている。事実，企業は多数の株主
の個々の出資を集め合わせることによって，莫大な量の資本を蓄えることが
できるというメリットを利用し，企業の直接の管理の方は企業者グループ（取
締役会）がうけもつ（現代株式会社に特徴的な所有と経営の分離の性格を表
わす）。株主は，資本を提供した持分に応じて，組織収穫の一部（組織収益）
を配当として受けとるのみであり，企業者による契約や債務の責任を負うこ
とはない。要するに，株主は，企業の組織内資源の配分の決定に携わること
は決してないのである。さらにいえば，彼には本来そのような調整能力をも
ち合わせない上に，そのための十分な情報のチャネルをもち合わせないので
ある。しかし，現代大企業の実態として部分的にみられる，いわゆる，大株
主がまさに大株主であるがゆえに，経営の意思決定に干渉するという事実の
説明には，いまとはまた，別の考慮要因を必要とするであろうが。
　わざわざこ・に，株主の性格について述べたのは，人的資源の雇用契約は，．
企業者と従業員のものがもっとも目立つからなのである璽企業者は，潜在的
従業員との雇用契約において，彼らの能力（知識提供能力）が有効に発揮で
きうると考えられるさまざまの活動のオールタナティブのなかから一つの活
動のみを選ぶ。従業員は，能力発揮のために選ばれた活動の一つを指定され
るのである。彼らは，「労働力に体化した知識」を提供しうる能力と引きかえ
（32）　「企業者（経営者）自身も雇われる」という命題は，企業者がその調整能力に対し
　て報酬を受けている限り真である。しかし，企業者と従業員との間でとり行なわれる
　契約ほど目立つものではない。
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に，契約的報酬を受けとり，こうした能力発揮のための活動を指定され，そ
れに従うという，一種の企業者の権限を受け入れるのである。この点が，
通常の生産物の販売契約との大きな相違点である。Silnonはこの点を次のよ
うに述べている。すなわち，「もしB（雇用者一筆者注）によるx（Wのすべ
ての可能な行動パターンの集合のなかの一つの要素　　筆者注）の選択をW
（労働者一筆者注）が許容しているならば，BはWに対して〈権限〉を行
使しているということにする。すなわちWは，彼の行動がBの決定によって
定められているとき，Bの権限を受け入れているのである。一般にx。，つまり
Bによって選択されたxが，すべての可能な値のなかで特定の部分集合（W
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（33）の“受容領域”）に限定されている場合にだけ，Wは権限を受け入れる。」もち
ろん，Arrowも指摘しているように，この種の権限の範囲は，通常は契約の
条項によって限定されているし，さらには，従業員の離職の自由によって制
限されている。しかし，こうした離職の自由を実行に移すにはかなりのコス
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（34）トがかかるから，この種の権限は決して小さなものではない。
　ところで，企業者が雇用契約をするにしても，事前に従業員の能力について
の情報をある程度入手して決めている。しかし，企業者は，事前の情報だけ
から，その成員の知識提供能力が組織目的に十分貢献しえ，契約的報酬たる
誘因をつくりだすに十分なものであるかどうかについて確信をもちえない場
合が当然おこってくる。企業者は，潜在的従業員と雇用契約をするまさにそ
のときに，彼らの個人の能力にある程度のリスクを勘案しておかねばならな
い。
（33）　H．　A．　Simon，　“A　Formal　Theory　of　the　Employment　Relation”　i’n　Models
　ofMαn，1957，〔宮沢光一監訳：『人間行動のモデル』，（同文館，1970），343ページ。
（34）K．J，　Arrow，　the　four’s　article，“Authority　and　Responsibilitゾ、　in　Limits　o／
　Organization，　1974，　pp．　72－73．
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　さて，計画化プロセスにある組織企業の雇用契約の定式化について考えて
みることとする。企業者は，従業員と雇用契約をとり結ぶさい，次の，投資
の場合に酷似したルールにしたがってそれを行なう。従業員をある単位数（人
数で測られる）を雇い入れ，各人の活動を指定する活動の集合がAであると
解釈しよう。そのとき，企業者にとっての総満足測度（要求水準についての）
FLは，　T期間について，
　　　　　　　　　　　モ　　　　　　　　　　　　　　ΣユBt（Cexante）
　　　　　　　　　　　t＝t’　　　　　　　　　　　　　　　　　　（8）
　　　　　　　　　　　　　　m
である。この（8）式は，t＝t1からt、＋Tまでの雇用契約期間において得
られると予想される組織収益（B）の現在価値の流下の合計（割引率がm）
の値が，雇用時以前にお・ける従業員の訓練費用（従業員が負担する）を，企
業者側が推定した額（これをCexanteで示している）に依存していることを
示している。一方，企業者の犠牲測度Gは，qA＋Rで表わされる。この場合の
qAは，ある人数の従業員を，一人あたりqの大きさの評価率でもって雇用
したときの総契約支払（T期間にわたる）を表わす。ただし，実際にはqは
あとで選ばれる。Rは従業員の能力評価のための支出費用およびT期間にか
かわる，雇用以降の従業員の訓練費用の推定額（これは企業者にとり，一種
のリスク回避費用であり，雇用者側が負担する）である。このとき，要求水準
の純満足測度SLは，
　　　　　　　　　　　ちユ　　　　　　　　　　　　　ΣBt（Cexante）
　　　　　　　　　　　t＝　t’　　　　　　　一（qA十R）　　　　　　　　（9）
　　　　　　　　　　　　　　m
で表わされる。企業者は，　（9）式の値が，ゼロ以上となるごとき，評価率
qの最低限に近い値q＊を選ぶことができるものとする。このように決められ
たqを従業員は受け入れる以外にない。雇用契約の期間Tが終了した時点で，
組織収益（B）の実績値が知られるから，そこで計算せられた，実績について
の同様の純満足測度SとさきのSしとの差，
　　　　　　　　　　　　　　　x＝SL－S
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をしらべる。もし，xがプラスなら，要求の緊張が発生するから，促進活動
がおこり，それが，緊張度の減少をひきおこし，ひいては従業員との問で行
なう契約の，次のT期間についての改訂（q＊の改訂）をうながす。けだし，
雇用されて以降の従業員の企業内での訓練による経験の増加は，次の二つの
形で現われると考えられるからである。一つは，獲得される知識そのものの
変化，他は，その知識を使用する能力の変化である。つまり，「知識に体化
された労働力」の質（Quality）の変化が，訓練を積むことにより，誘発され
るからなのである。このことが，知識結合の機能を担っている企業者の調整
能力の発揮をより容易なものとし，企業の成長への内部的誘因をつくりだす
のである。
　経済体制（経済システム）の研究において，そのサブシステムとしてある
組織　とくに企業組織の位置をどうとらえ，どう理解すればよいかというこ
とは，われわれに不可欠のテーマを提供する。もともと経済システムを考察
する目的というのは，システムの情報構造のなかで，そこに働らくもろもろ
の要素がどういつだ相互作用をし，またそのことが・システムの運行にどう
いつだ反作用を及ぼしうるのかという具合に，情報交換を媒介とした側面か
ら，体制ヘアブローチすることである。われわれの関心は，代替的な制度メ
カニズムの比較（制度設計にか・わる比較経済システム論）に終局的にはあ
るが，この仕事をな・しとげることは一朝一夕にはできない。そのために，一
つの具体的な制度メカニズムをイメージにもって，これを深く追求し，そこ
」から制度メカニズムの原型を抽出し，システムの比較の手がかりをみつける
ことに努力が払われねばならない。Coase，　Knight，　Penrose，　Williams翫，
（35）　O，　E．　Williamson，　Markets　and　Hierarchies，　1975，　Chapter　land　2．
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　岡Sim。nの一連の研究，　Arrow，青木の研究およびGalbraith，　KQrnaiの研
究等，それぞれ手法のちがいはあれ，組織の議論を積極的にもちだし，そし
て深く追求しているのも，資本主義経済体制における企業組織の位置づけを
まず明確にすることによってこそ，．こうした要請に有効に答えうると考えた
からといってもよいであろう。もちろん，筆者がたどってきた一連の議論も，
試論の域はでないが，やはりそれと同じ意図をもったものであって，とくに
Knight，　Penroseの企業理論，企業成長理論に教えられつつ，どちらかとい
えば，伝統的なフレームを越えたところで多くの関心をもつこととなった。
とくに，筆者の格別の関心の的は，企業組織の成長の動態でみられる，いわば
市場プロセスと計画化プロセスとの交代のメカニズム，ひいては統合化への
蓋然性を含んだ取引様式の交代のメカニズムの究明であり，そのために，企
業者の調整能力にその拠りどころを求めたことは既述の通りである。こうい
つた独自の分析手法が，受け入れられるかどうかは別としても，比較経済シ
ステム論でもう一つのコアーをなす，マクロレベルでの市場と計画化という，
筆者にとって永遠のテーマを究明する手がかりを求めるのに何か資するとこ
ろがあると信ずる。
　しかし，なお』も残された問題はいくつかある。Knight，青木の一連の研究
でみられるごとき議論を，われわれの分析手法にひきよせた形で，さらに理
論化すること，およびPenroseがやはり精力的にやってのけたような，多様
化・統合化への壮大なメカニズムの解明である。また，雇用契約にみられる
質の問題とともに，一般に組織における量の活動にではなく，質活動におけ
る動機づけの理論が求められているが，それも最近では，A．0．　Hirschman
の著羅にみられるもの以外目立った研究はみられない。この種の研究も経済
（36）J．K．　Galbraith，　The　New　lndustriαl　Stαte，1967，　〔石川他訳：『新しい産業
　国家』，（河出書房，1968）およびJ．K，　Galbraith，　Economicsαnd　the　public　Pu－
　rpose，1973，　〔久我豊雄訳：『経済学と公共目的』　（河出書房新社，1975）．
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システム論の大きな課題の一つとして残されている。
　我々は，考えてみると，企業組織の解明のための門戸をたたいて，ただ一歩踏
み入れたにすぎぬのであり，まさに，終始模索をいまだに続けているというの
が本当ではなかろうか。
　「われわれがなにかをしているときは，いっでもなにかを残しており，な
にかそれを始末することを見つけなければならない。そしてわれわれがそれ
を扱うべきなにかをみつけると，たいていは，それがまたなにか他のものを
われわれに残しているということが励・る．それは限りのない過程であ講
s
（37）A．0．Hirschman，　Exit，　Voice，αnd　Loyαlty，1969．〔三浦隆之訳：『組織社会
　の論理構造』，　（ミネルヴァ書房，1975）．
（38）　A．　D．　H，　Kaplan，　Big　Enterprise　in　a　Competitive　System，　1954，　foot　note，
　p，　191．
一141一
